
東日本大震災を踏まえた防災マニュアルの全面見直し

従来の防災マニュアル

本棚にしまわれた存在。
冗長な記載。
組織変化、人事異動により陳腐化。

東日本大震災
さまざまな不備を痛感

首都圏直下型地震の
高い予想確率
（4年以内に70%！?）

① 必要項目を厳選
② 見て判る簡潔な記載
③ 全職員の役割を規定
④ 組織変化、人事異動に即応

評価シート100頁参照
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災害・緊急時用備蓄の全面見直し

東日本大震災後に災害・緊急用備蓄の全面見直しを行った。

項目 見直し前 備蓄・保管量

非常食（患者・職員用） 患者用・3日分 ７日分

生活用水 なし 500cc×2,500本

保輸液 なし １週間分（310箱、3.6ｔ）

簡易トイレ なし ２４０箱（1箱100回分）

灯油、Ａ重油、液体酸素等 (点検及び補給回数の増) 常時点検し、最大限の量を確保

ゴムボート なし ３艇

防護服 なし ２，０００着 各部署に配分・管理
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義援金の寄付について

○ 国立がん研究センターは、当センター職員から寄せられた義援金総額

1501万円を、東日本大震災被災地域である東北3県（岩手県、宮城県、

福島県）に寄付した。

○ この義援金については、3県の被災状況に按分する形で配分し、理事長

が各県に赴き、岩手県に400万円、宮城県に700万、福島県に401万円

を、それぞれ直接手渡した。

宮舘岩手県副知事への義援金寄付 福島県保健福祉部長への義援金寄付村井宮城県知事への義援金寄付

評価シート99頁参照
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世界禁煙デー記念シンポジウムの開催

WHOは毎年５月３１日を世界禁煙デーと定め、加盟国に「たばこのない社会」の実現を呼び
かけている。1988年以来、2011年で24回目。国立がん研究センターは、「喫煙と健康」WHO
指定研究協力センターの使命の下に、1989年から厚生労働省や関係省庁、関係機関ととも
に世界禁煙デー記念シンポジウムを開催し、WHO理念の普及と連携構築を行っている。

評価シート101頁参照
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がん研究費特別枠 公開リサーチカンファランス 2011.8.8/8.30

がん研究センターとして本当に必要な研究なのか、研究内容と
実現性についての事前評価を職員以外にも、記者も招いて議論

(1) 肉腫及び膠芽腫等の難治性がんに
対する（個別化)がんワクチン療法
の確立

平家 勇司

(2) がんナノテクノロジー研究プラン 松村 保広

(3) 病院設置型加速器中性子捕捉療法
（BNCT)

嘉山 孝正

(4) 光技術を用いた新しい内視鏡の開発 落合 淳志

(5) 超高精細CT（拡大CT）の開発と
画像表示に関する研究

森山 紀之

(6) 術中MRIを用いた
新規外科治療方法の開発

成田 善孝

研究内容・計画を公開することにより共
同研究の促進・問題点の解決が進む

100



○診療部門の改革

「副院長複数制の導入」等

○研究部門の改革

「研究者が雇用していた研究補助者をセンター雇用に切り替え」等

○事務部門の改革

「機能していない室長ポストの廃止、再編」

「工事関係の専門家活用による施設整備機能強化を目的とし、施設課設置」

「医師等の事務作業補助のため、医療支援室設置」

「事務職員を対象としたSD研修の開催」

「権限と責任の明確化のため、専門職ポストを廃止・班長ポストを新設」

「東病院の経理・人事関係ポストの新設」等

効率的な業務運営に関する事項
10.効率的な業務運営体制
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①研究費財源で研究者
が雇用する職員

②センター派遣契約職員

・センター直接雇用
職員に切替

・研究者直接雇用・
派遣契約職員を
廃止

【切替時期】
①平成２３年４月～
②平成２３年１０月～

区 分 職員数

①研究費財源で研究者が雇用する職員からの切替 １４７

②センター派遣契約職員からの切替 １０３

Ⅰ．雇用等切替の推進

切
替

Ⅱ．雇用等切替数

【効果】

・ガバナンス面の改善
・センターへの帰属

意識向上
・処遇の不均衡改善

研究費財源により研究者が雇用していた
研究補助者等をセンター雇用に切り替え

評価シート140頁参照
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使用電力の見える化（リアルタイム表示）による

職員への省エネ啓発
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リアルタイム表示
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臨床情報を集約できる仕組みの確立

診療情報管理室

即時性・精度の高い 病院統計 の作成
退院時要約をもとにした

病歴管理（病名・治療情報）とＤＰＣデータ作成の支援

院内がん登録 → 全国集計・地域がん登録への情報提供

予後調査 → 治療情報と合わせたアウトカム指標

中央病院 診療情報管理室の設置

ＤＰＣデータ
作成支援

病院統計

院内がん登録
全国集計等へ

情報提供

電子カルテ
情報

退院時
要約

市区町村等

予後調査

臨床情報
データベース

予後情報を含む

治療実態情報

評価シート107頁参照
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効率的な業務運営に関する事項
11.効率化による収支改善、電子化の推進

○経営改善への取り組み

「費用の節減や収入の確保などにより、経常収支率100％以上を達成(102.6%)」等

(費用の節減)

「医薬品などを6ＮＣ共同調達の実施により経費削減」

「全ての購入伺いを理事長決裁とする事により職員のコスト意識を徹底」等

(収入の確保)

「病棟での処置等請求漏れ防止の為、看護部内委員会を中心に医事室、委託会社との連携強化」

「東病院のDPC算定対象病院への移行」

「東病院の急性期看護補助体制加算1の取得」等

○電子化の推進による業務の効率化

「紙で支給していた給与明細を試行的に電子メールで配布」

「新電子カルテシステムの導入を決定」等

○財務会計システム導入による月次決算の実施

「業務効率化の為、伝票検索の簡素化や伝票情報の充実に必要なプログラム改修」

「月次決算の実施により財務状況の把握・経営改善を実現」等
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＋1.6億円

区 分
23’計画額（億円）

（Ａ）

23’決算額（億円）

（Ｂ）
差額（億円）
（Ｂ－Ａ）

収 益 462.1 463.7 1.6

費 用 457.4 454.4 △2.9

収支差 4.7 9.2 4.5

費

用

収

益

平成23年度計画 総収支
4.7億円

○人件費の増 10.8億円
○材料費の増 6.1億円
○委託費の増 3.7億円
○経費の減 △25.6億円
○その他経常費用の減 △0.3億円
○臨時損失の増 2.4億円

国立がん研究センターの23’決算について（対23年度計画）

＋2.9億円

平成23年度 総収支 9.2億円

○医業収益の増（入院△4.9億円、外来6.1億円） 0.7億円

○運営費交付金収益の減 △2.8億円

○補助金等収益の増 3.1億円

○寄附金収益の増 0.2億円

○土地建物貸与収益の増 0.4億円

評価シート132頁参照
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SPD業務の見直し(医療材料の調達)

①契約業者1社による業務運営
物品購入＋業務委託＋コンサルタント＋SPDシステムを1社で運営

②がん研究センターの特性に応じた業務運営
多くのがん専門病院の受託実績を生かした業務運営

③将来への発展性のある業務運営
手術セット供給業務や医薬品支援業務＆調達業務を含めた業務運営

材料費の削減
預託在庫管理
雑務の解消
データ集積

材料費の分析
原価管理

データ管理
マスタ管理

在庫品質管理

預託在庫の推進
使用及び使用予測に準じた在庫設定

全面預託在庫管理

情報管理

物品マスタの管理精度向上

購買単価の削減
同種同効品整理による品目標準化の推進 各種使用データ集積

購買管理 消費管理

材料費の削減 医事請求漏れの分析・調査

評価シート113頁参照
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がん予防・検診研究センターの改善
１ ニーズに見合う質の高い「がん総合検診」の実施による収益増加

① がんの総合コース

（がん検診のみ）

② がんの単独コース

（がん検診のみ）

③ オプションなし

① がんの総合コース（追加）

・一般検診（心電図、眼底・
眼圧・聴力）、脳ドック
をセット

・日帰り総合コースを新設

② がんの単独コース（追加）

・脳ドックコース
・ＰＥＴ／ＣＴコース
・胃内視鏡コース
・大腸内視鏡コース
・大腸ＣＴコース

③ 各種オプション検査を新設

受診者ニーズ
に合わせた
コースと内容を
設定

質の高い
「がん総合検診」
を実施

１ 光デジタル法
拡大内視鏡観察

２ 大腸ＣＴコロノグラ
フィ検査

３ 経鼻内視鏡検査
４ ＰＥＴ／ＣＴ検査 等

Ｂｅｆｏｒｅ Ａｆｔｅｒ

評価シート61頁参照
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がん予防・検診研究センターの改善

２ 設備やサービス・アメニティの充実による収益増加

Ｂｅｆｏｒｅ

１階ロビー

更 衣 室

全体

ゆったりと落ち着
いた雰囲気の
１階受付

清潔感と
プライバシーを重
視した個室タイプ
更衣室 （６０室）

（新設）

特別更衣室
障がい者や

個室希望（有料）
に対応できる
特別更衣室

（２室）

アメニティや
デザインにも

配慮

（新設）

Ａｆｔｅｒ

評価シート61頁参照
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既存水管ボイラーから
小型貫流ボイラーへ変更

新棟地下３階水管ボイラー 10t×4台 新棟地下３階ボイラー 2.0t×14台

省エネ対応の設備更新
ボイラー、冷凍機設備更新による省エネコスト削減

ボイラー更新メリット

１、一種圧力容器の規定
から外れることによる
労働基準監督所の
法令検査対象外と
なる
（法令点検費用削減

▲4,000,000円/年）

２、ボイラー全体の見直
しにより、最少数の容
量での更新が可能、
投資コストが最少に
なる

３、小型貫流ボイラー
による負荷に応じた
台数制御が行える。
省エネ効果に貢献。
ＣＯ２ 3.4％削減
コスト▲19,000,000円/年

吸収式冷凍機から
ターボ冷凍機

吸収式冷凍機（蒸気を利用して冷水を発生）×3台 ターボ冷凍機（高圧6600Vの電気を利用して冷水を発生） ×１台
高効率吸収式冷凍機更新 ×２台

冷凍機更新メリット

１、高効率ターボ冷凍機
導入によるＣＯ２削減 5％
コスト▲650,000円/年

２、常用発電機排熱利用による
発電機導入メリット

３、非常時、電気式と蒸気式の冷
凍機がある為、ガス又は電気
が停止した場合でもどちらか
の運転が可能

高効率吸収式冷凍機へ
更新

コスト削減
19,650千円／年

評価シート114頁参照
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効率的な業務運営に関する事項
12.法令遵守等内部統制の適切な構築

○内部統制の強化

「適正経理管理室の設置」

「6NCの監事、監査室が連携し取引業者に対し債権及び債務残高調査を実施」

「6NCの監事及び監査室の連絡会議を開催」

「全体運営会議の開催により情報の共有化を推進」

「目安箱の設置による職員等の意見の吸い上げ」

「法人運営の透明化(理事会の議事概要や不祥事の公表等)」

○適切な契約の確保

「監事及び外部有識者で構成される契約監視委員会の実施」

「契約監視委員会の指摘事項を踏まえた契約業務の改善」

「一般競争入札等の調達手続きに対し、契約審査委員会にて審議を実施」

「契約審査委員会の審査を踏まえた随意契約の実施」

「契約審査委員会の審査状況をHP上に公開」等
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最高管理責任者
（理事長）

統括管理責任者
（担当理事）

部局責任者

経理事務担当者

検収担当者

監査・
モニタリング

相談窓口
競争的資金等
調査委員会

通報窓口

【管理・運営】 【管理・執行】

【監査】【調査】

【通報】

【相談】

適正経理管理室
不正防止行動計画

【推進】

担当監事
研究者

＜研究費の不正防止推進体制のポイント＞
① 適正経理管理室の設置

・業務： 不正の要因分析、不正防止の行動計画策定、進捗管理
・構成： 統括管理責任者、最高管理責任者が指名する者、事務部門の部課長
・ガバナンス： 適正経理管理室から監事へ報告し、監事は必要な勧告を行う

② 対象研究費の範囲を「競争的資金等」に拡大（受託研究費や共同研究費なども含む）
スケジュール： H23.10.1～不正防止計画の策定作業、H24.4.1～不正防止計画の実施

適正経理管理室の設置による研究費の不正使用防止の推進（H23.10.1改訂）

勧告

報告

実態把握、進捗管理

連携

内部監査

相談／回答 相談／回答

通報

実態把握
進捗管理

報告
受理
／不受理

設置

検査員
任命

報告

設置

勧告

評価シート10頁参照

113



日本製薬工業協会「企業活動と医療機関等の関係の透明性ガイドライン」
（平成23年1月）への対応

●製薬協会員会社は自社ウェブサイト等を通じ、前
年度分の医療機関等への資金提供について各社の
決算終了後公開。
●2012年度分を2013年度から公表
●公開対象
A.共同研究費、委託研究費、臨床試験費、製造販売後臨床
試験費 年間の総額、副作用・感染症症例報告費、製造販売
後調査費のそれぞれ年間の総額

B.奨学寄附金 ○○大学○○教室 ○○件○○円、一般寄附
金 ○○大学(○○財団) ○○件○○円、学会寄附金 第○回
○○学会(○○地方会・○○研究会) ○○円、学会共催費 第
○回○○学会○○セミナー ○○円

C.講師謝金 ○○大学(○○病院)○○科○○教授(部長) 
○○件○○円、原稿執筆料・監修料 ○○大学(○○病
院)○○科○○教授(部長) ○○件○○円、コンサルティング
等業務委託費 ○○大学(○○病院)○○科○○教授(部長) 
○○件○○円

D.講演会費、説明会費、医学・薬学関連文献等提供費のそ
れぞれ年間の件数・総額

E.接遇等費用の年間の総額

製薬協／会員各社

●当センターは、製薬協
会員各社がガイドライン
に基づき必要情報として
当センター機関名を公
開することを承諾した。
（平成24年2月6日）

●機関名の公開に関す
る承諾は、製薬協から
会員企業に対して一括
周知された。
（平成24年2月8日）

●職員個人名が掲載さ
れる講演料や原稿執筆
料等に関する情報公開
については、依頼契約
の際に企業側から職員
個人に対して承諾（同意
書）を取得することと周
知された。

当センター

評価シート22頁参照
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ロイヤリティの取扱いに関するCOI委員会ルール
（平成23年7月6日COI委員会）

企業からロイヤリティを受領する場合の研究活動における取扱いについて、
COI委員会としてのセンター統一ルールを決定した。（平成23年7月6日）

A社からロイヤリティを受領する
という申告有り

次の場合にあてはまるような事
実があるか。

① ロイヤリティの支払元（Ａ社）に
利益を与えるような言動や発表
を行った場合

② 研究上必要と思われないＡ社
の製品を不必要に購入して当
センターに損害を与えた場合。

承認。ただし、Ａ社からロイヤリ
ティを受け取る場合、Ａ社製の製
品等に係る研究の学会発表は
控えること。学会発表をする必要
がある場合は、COI委員会に申
請し、承認を得ること。

不承認。当該研究の中止などの
必要な改善措置を勧告する。

ある

ない

評価シート22頁参照
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兼業許可手続きと連動したCOI管理手続きの改善

兼業申請

兼業内容確認

決済
人事部→研究企画課→
所属部門長→理事長

兼業許可／不許可

COI申請

COI内容確認

COI審査
COI委員会、決済

COI承認／不承認

【人事部】 【研究企画課】

兼業による
COI申請の必
要性を確認

該当研究者へ
COI申請の必
要性を連絡

未許可の場
合、該当研
究者は人事
部に兼業許
可の必要性

を相談

兼業有りの
場合、該当
研究者に兼
業許可の有
無を確認

兼業許可/不許可、
COI承認/不承認

の情報を交換

兼業許可申請がなされた場合にCOI申請書の提出確認と必要な是正措置を速やかに行えるよ
うに、平成23年度から担当部局間の連携・協力によって、COI管理手続きを改善した。
（赤字部分のプロセスを新たに追加）

評価シート22頁参照
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「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を
踏まえた契約情報の公表に係る取り組みの推進

○随意契約等見直し計画

１．随意契約等の見直し計画

(1)随意契約の見直し

22年度の随意契約等について点検・見直しを行い、新たな見直し計画を策定する

(2)一者応札・一者応募の見直し

22年度について点検を行い、改善方策を見直し一層の競争性の確保に努める

２．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み

(1)契約審査委員会等による定期的な点検の実施

契約審査委員会、契約監視委員会にて審査を実施し改善策を検討する

(2)随意契約の見直し

随意契約によらざるを得ない場合を除き、原則、一般競争入札を徹底する

(3)一者応札・一者応募の見直し

①入札公告、②資格要件、③仕様、④参加者への配慮、⑤アンケートの実施など

の見直しを行う

※以上の見直し計画をセンターのＨＰに掲載し公表

評価シート125頁参照
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効率的な業務運営に関する事項

13.自己収入の増加に関する事項、資産及び負債の管理に関する事項、
施設・設備整備に関する計画、短期借入金の限度額、重要な財産を処分し、

又は担保に供しようとするときはその計画、剰余金の使途

○外部資金の獲得

「HPへの掲載、ポスター等の掲示により民間企業等から寄付金約0.3億円を受領」

※患者0.25億円・民間企業0.05億円

「民間企業から、治験及び共同研究に係る外部資金約22.7億円を獲得」

※治験(20.9億円)・共同研究(1.8億円) 

「厚生労働省などから積極的に競争的研究費約50.8億円を獲得」

※厚生労働省(35.7億円)・文部科学省(3.6億円)・

科学技術振興機構(0.64億円)・医薬基盤研究所(8.2億円)

○長期借入金の管理

「仕様書などの見直しにより借入金を約40.4億円に圧縮した」

○剰余金の使途

「9.2億円の収支差は将来の投資及び新規借入金40.4億円の償還に充てる」
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外部資金の獲得状況について

区分 22年度（Ａ） 23年度（Ｂ） 差引（Ｂ－Ａ）

寄附 １．４億円 ０．３億円 ▲１．１億円

治験 １８．０億円 ２０．９億円 ２．９億円

共同研究 ０．７億円 １．８億円 １．１億円

厚労科研 ３７．８億円 ３５．７億円 ▲２．１億円

文科研 ２．５億円 ３．６億円 １．１億円

その他（基盤研等） １３．６億円 １１．５億円 ▲２．１億円

計 ７４．０億円 ７３．８億円 ▲０．２億円

治験・共同研究
22.7億円

国等の競争的研究費
（厚労科研・文科研等）

50.8億円

23年度
（73.8億円）

寄附 0.3億円寄附 1.4億円

治験・共同研究
18.7億円

国等の競争的研究費
（厚労科研・文科研等）

53.9億円

22年度
（74.0億円）

評価シート131頁参照
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効率的な業務運営に関する事項
14.その他主務省令で定める業務運営に関する事項

○施設・設備整備に関する計画

「(仮称)治療棟の整備着工開始」「新研究棟の基本構想策定」等

○人事システムの最適化

「業績評価の評価基準の改正・配分点数の見直し」

「国、国立大学法人との人事交流実施」「24時間保育等の開始」「障がい者の雇用」等

○人事に関する方針

「派遣社員や研究者による直接雇用の廃止・非常勤職員への切り替え」

「公募を基本とした優秀な人材の確保(管理課長・施設課長・脳腫瘍連携研究分野長等)」

「技能職の外部委託の推進(洗濯業務の全面委託、調理師・看護助手の委託職員への切り替

え)」等

○その他の事項

「総人件費削減の取り組みについてのアクションプランの作成・周知・公開」

「患者目線から考えた情報公開の推進」

「放射線被ばくについての記者会見・ホームページを通じた積極的な情報発信」

「目安箱の設置による職員等の意見の吸い上げ」「創立50周年記念式典の開催」等
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国立がん研究センター創立50周年記念式典
平成２４年１月２４日（火）天皇皇后両陛下のご臨席のもと、国立がん研究センター創立５０周年記念式典が開催
されました。天皇陛下からは、おことばを賜り、多くの来賓の方々からご祝辞をいただき、式典は無事終了するこ
とができました。

日時：平成２４年１月２４日（火） １４：００～
場所：朝日ホール（有楽町マリオン１２階）

○第一部
国歌斉唱
式辞 国立がん研究センター理事長 嘉山孝正
おことば
来賓祝辞 厚生労働副大臣 辻泰宏

自治医科大学学長 高久史麿
日本製薬団体連合会会長 庄田隆

国立がん研究センター創立50周年記念式典

天皇皇后両陛下にご臨席賜りました

天皇陛下よりおことばを頂戴いたしました

○第二部
来賓祝辞 日本医師会会長 原中勝征

日本看護協会会長 坂本すが
日本製薬工業協会会長 手代木功

講演 国立がん研究センター理事長 嘉山孝正
国立がん研究センター研究所長 中釜斉
国立がん研究センター臨床開発センター長 大津敦

評価シート143頁参照
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障がい者雇用の実施

平成23年度中に知的障がい者を9名雇用することにより障がい者雇用率を改善した。
※障がい者雇用率 0.88%（H23.1.1）→1.74%（H24.1.10）

【築地地区】
・平成23年４月1日 5名雇用

郵便仕分け配達業務
シュレッダー業務
連絡通知など仕分け配達業務

・平成２４年1月１０日2名雇用
名刺印刷業務
（国立がん研究センター50周年記念事業として、全職員に名刺を配布する）

・平成24年4月1日 3名雇用
医療補助業務

【柏地区】
・平成23年6月20日 2名雇用

医療補助業務
医局郵便物仕分け業務
医師当直室ベッドメーキング
外回りゴミ拾い

・平成24年4月1日 2名雇用

※平成24年4月に築地地区において3名、柏地区において2名の知的障がい者を
雇用した事により、雇用率が2.15%になり法定雇用率（2.1%）をクリアした。

評価シート138頁参照
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24時間保育・オンコール等の導入（築地地区・柏地区）

【目的】

・「看護師不足への人材確保対策」
・「医師、特に緊急時における女性医師への対応」

当センターで働く女性職員や乳幼児のいる職員が、キャリアを中断することなく
安心して業務を行えるよう職場環境の充実を図る。

様々な保育ニーズに柔軟に対応できる体制の整備

【導入事項】
・夜間保育の導入 ････････利用者の多寡に関わらず、職員が安心して働けるように、1名でも

希望者がいれば活用

・オンコール体制の導入････医師、特に緊急時における女性医師への対応が可能

・一時保育の導入 ････････土・日など休日の勉強会や予研センターの検診時等でも利用可能

平成２４年４月１日より実施

評価シート138頁参照
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国立がん研究センターの活動について積極的な情報発信
独立行政法人化後、初の「年報」と「パンフレット」の作成

独立行政法人化後1年目の
活動をとりまとめた「年報」

職員の活動の様子が、
職員の表情を通じて、

読者に伝わることを目指した
「パンフレット」

評価シート23頁参照
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事務職員を対象としたＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）研修の開催

開催時期 内 容

第１回
(H23.5.13)

仕事に生かす、医療メディエーション

第２回
(H23.6.30)

ＮＣＣ事務部における業務改善について（千葉大学との連携）

第３回
(H23.9.9) 山形大学主催大学間連携SD研修会への参加（５名）

第４回
(H23.11.10)

「立場を変えて考える係長の役割」についてのプレゼンテーション

【目的】
国立がん研究センターの職員としての心構えと使命を自覚させ、自ら企画・立案・

実施・評価する能力を身につけスキルアップを図ること。

【対象】
国立がん研究センター事務職員（築地地区６７名、柏地区２７名）

【開催状況】
①グループワーク型式による課題解決型研修の実施
②山形大学主催の国公私立大学間連携ＳＤ研修会への参加（５名）
③外部講師による日商簿記（２級・３級）研修の実施

評価シート108頁参照
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センター全体のアメニティの向上

ファミリーマート（病院１Ｆ）
23年8月3日オープン 24時間年中無休

カフェ・ド ・クリエ（病院１Ｆ）
23年8月3日オープン

レストラン
カフェテリア・ Sun-day（病院19Ｆ）
23年12月21日リニューアルオープン
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